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な枠組みの中へ委譲していく必要がある。しかし国

家はそれ自体で内部的に死滅していくものではな

く、国民国家（Nation State）の各アクターへの介

入を緩和さすためにも意図的・計画的な上部国際組

織（EU、 AU、国連など）への権限委譲がそのポイ

ントとなる。

 経済的・文化的な交流、経済連携の日々の営々た

る積み重ねだけでは国家の壁を乗り越えられず、計

画的な国家を超える枠組み作りが重要であることを

論述していきたい。

はじめに 1．二つの統合とサブリージョン

 冷戦体制崩壊後、東アジア地域においても都市化

や情報化が急速に進行し、家族、地域、職域などの

グループの紐帯も緩み、各個人のアイデンティティ

の存立基盤も揺らいでいる。また世界化と局地化と

いう相反するトレンドの中で、国家・国民経済を相

対化する力も持続的に働き、各アクター（政治経済

社会主体）の重層構造も形成されていく。その中で

現在、東アジアにおいても複数の国境を跨り連携す

る独自のアクターとして、サブリージョンがその存

立意義を強めている。そしてその下で、各個人が強

いアイデンティティを持って日々生活している各都

市コミューンの存立条件も考察されねばならない。

 本稿ではまず、東アジアのサブリージョンを新し

い地域主義の中で位置付け、既に確固として定着し

はじめている欧州のサブリージョンとの位相の違い

を検討していく。続いて、このサブリージョンの存

立条件を、新しい国際秩序（「新帝国」）との関連の

中で考察していく。国境を跨ぐ自律的なサブリー

ジョンは旧来のナショナリズムとは両立し難い。自

律的なサブリージョン、都市コミューン間の有機的

連携のためにはそれを包摂するより大きな枠組みが

必要であるし、主権国家の権能は、漸次、より大き

（1）新しい地域主義（new-regionalism）について

 従来、世界を構成してきた枠組み、秩序がドラス

ティックに変容しているのが現在である。特に重層

的な地域アイデンティティの併存は現代の特徴であ

る。ここではヨーロッパと東アジアのサブリージョ

ンを比較することにより、その存立の条件を考えて

みたい。

 さて現在、地域という概念は、領域、機能、役割

等の区別により様々に使用されている。しかし大別

すると、旧来の地域主義は国家を中心にした領土的

アイデンティティに基いたもの（従って地域連携は

隣接する複数国家間となる）に対して、新しい地域

主義の特徴は、別々の国家の地域同士が国境を超え

て跨ってネットワークを形成する、その重層性・複

合性にある1）、というのが共通認識になりっっあ

る。これは、「国内地域が相互依存と越境協力の可

能性を認識し、開放的な越境広域地域を形成する動

き」、あるいは、「地域で生まれた脱国家的で内発的

なアイデンティティを確立しようとする共通性や相

互依存の可能性を見出す」という考え方に基づいて

いる2）。本稿で特に問題とするサブリージョンは、

このような新地域主義の考えに基かないと、その存．
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在の性格を捉えることはできない3）。

 この新地域主義は決して目新しいものではなく、

EU内での越境広域グランドデザイン（例えば欧州

北海地域）として、財政的裏づけを伴って、この10

年来、展開してきている。

 また新地域主義に基づいて、「新世代国際的行為

体」というアクターがEUを中心に登場してきてい

る。これまで、国家の下請け機関であった地域アイ

デンティティを変容させ、超国家レベルに蓄えられ

た資源、すなわちEUの予算と法を駆使し、国際的

アクターとしてのアイデンティティを獲得し始めて

いる。この新アクター（自治体）は、国家、ミクロリー

ジョン、サブリージョン、マクロリージョンという

それぞれのレベルと大きさに対応したアイデンティ

ティを使い分ける方法論を身につけ始めている4）。

 これに対して以前より存在する旧国際的アクター

は、従来、国家と同等の立場で欧州国際社会への発

言力を維持してきた。新アクターと異なる点は、国

家の力を信奉し国家もどきのアイデンティティを獲

得し他の自治体との差別化を図った点にある5）。こ

の旧国際アクター的な思考様式から脱していない点

は、地域アイデンティティを強調するにしても越境

協力を阻む偏狭な地域独善主義の中にもみてとれ

る。例えば英国ブリテン島の最南西部にケルト文化

が強いコーンウォール州 （Cornwall）がある。 こ

の州は隣接するデボン州とも協力せず、また他地域

のEUレベルでの連携をはかることもなく、独自に

，キャンペーンをしてEU予算（辺境の失業対策・経

済振興のため）の獲i得に成功している。その独善的

で越境協力を阻む意識（島国根性）は「リトル・

コーンウォールメンタリティ （Little Cornwall

Mentality）」と呼ばれることもあるという6）。

 この様なヨーロッパの現況に対して、東アジア間

の確固として存在し続ける亀裂と深溝は対照的であ

る。未だ国境を越えたサブリージョン問でのアイデ

ンティティを支える共通の意識（神話など）を持ち

えていない。やはり国家を超える「東アジア全体の

傘」7）の創出が重要である。

 また経済的交流、連携の深化が徐々にそのような

共通意識を醸成していくと予測するのはかなり困難

である。東アジア地域において表面的な共通性を有

する様にみえるもの（血縁的にはモンゴロイド、漢

字文化圏、儒教的倫理など）を列挙するよりも、お

互いの深い亀裂・相違点および共通のアイデンティ

ティの希薄さを明白に認識した上で、今後の可能な

連携のあり方を具体的に考察することが重要であろ

う8）。

（2）EUとサブリージョン

 EUをみてみよう9）。欧州統合観には大別して二

つある。一つは「諸国家からなるヨーロッパ」であ

る。つまり国家連合としての欧州統合である。マー・

ストリヒト条約の中にもこの統合観がみられる。

「連合の任務は、一貫性および連帯性を示すよう

に、構成国および構成国国民間の関係を組織するこ

とにある（第一編、共通規定、第A条）10）」。

 もう一つの欧州統合観は「諸地域・共同体

（Nation）からなるヨーロッパ」である（Europe of

regions）。 EUの理念の中に「多様性の中の統一」

がある。マーストリヒト条約での「地域委員会」の

新設（1993年）、あるいは「地域言語・文化と民族

的マイノリティの権利の憲章」の採択（1981年欧

州議会）などはこの理念を体現している。

 欧州連邦としてのEU！1）は、初期においては国民

国家間の関係をベースにした性格を有していたが、

統合の進化と共に「国境なき共同体（ACommunity

with no frontier）」へと進化し、 Nation（ネーショ

ン）からなるヨーロッパという基本的性格も次第に

帯びつつあるのではないか。この様な状況の中で、

複数国家に跨ってサブリージョン間の多様な連携が

広範に拡がりつつあるといえよう。

 現在、EU地域でのアイデンティティを考える場

合、EU、国民国家、地域（Nation）・共同体、家

族・市民・諸個人という多層的アイデンティティの

並存の認識が重要である。例えば一個人のアイデン

ティティの中にも、EU  連合王国（英国）

スコットランド・ウェールズ・北アイルランド

グラスゴー市民という並存構造がみてとれる。ま

た、国家と地域の間の、あるいは複数の地域（EU

外の国家をも横断する）の間の、下位地域

（Subregion）間協力も存在し、そこにも独自のア

イデンティティがある。

 例えばEUのプログラムでは、 EU地域を複数の

サブリージョンに分けている（北海地域、バルト海

地域など）。北海地域はバイキング文化が一部温存

され、伝承された地域であり、バルト海地域は中世
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ハンザ同盟で連帯した歴史的共通体験を有する地域

である。

 下位地域間協力の一つとして、欧州沿岸辺境地域

会議（CPMR）がある12）。 EUの辺境地域がEUへ

の諸要求を行う運動体（新国際アクター）である。

このCPMRの中の一つの委員会として北海地域委

員会がある。北海沿岸の辺境地域（英国スコットラ

ンド地域・諸島、ノルウェー南部地域、デンマーク

北部地域等）が、北海を共通の生活圏として諸課題

（海洋汚染、漁業衰退等）に取り組んでいる。また

歴史・文化的には共通のアイデンティティがその背

後で存在している（バイキング、ハンザ同盟な

ど）。ヨーロッパ内には、EU未加盟国をも含んで、

この様な下位地域間協力が多く存在する（環バルト

海協力など）。

 現在、ヨーロッパにおけるサブリージョンの数

は、欧州越境国境協会に登録されているものだけで

も、大きな地域（EU域外も含む）として14、それ

以外の地域は130に達している13）。ヨーロッパにお

ける国境の相対化と地域間越境協力の進展がみてと

れよう。

 他にもこの下位アイデンティティ集団の行動原理

は、国境を超え、時には当該の国家政策に部分的に

は相反しても、地域間でのアイデンティティに拠っ

た政策を採用していくことである。EUはこの下位

アクターの政策要請を総体として支持し財政的支援

も行っている。

 ヨーロッパの自治体が基礎単位となる越境協力

（transnational／inter-regional cooperation）の

地域単位として、サブリージョン以外にも国境隣接

地域（cross-borderリージョン、参加自治体は狭

い国境隣接地域に限定）や、EU全体プラス隣接諸

国の直な大規模単位14）がある。

 EUという枠組みの存在が、国家と並存して諸地

域の自立的活動、分権、および多様な規模・レベル

での越境協力を可能にしているのである。

（3）AUとサブリージョン

 もともと東アジアのサブリージョン論は、理論的

には冷戦体制崩壊に伴う東アジアの国際秩序の再検

討をする中で「局地経済圏論」として展開されてい

た。つまり東アジアは70年代後半から90年代にか

けて、①重層的追跡論（NIES→ASEAN→中国沿海

部という重層的追跡発展）、②構造転換連鎖論（中

心国の構造転換が周辺国の転換を誘発するというア

ジア版周辺革命）、③域内循環メカニズム論（アジ

ア域内で財と資金の自己循環をさせることにより先

進国依存を低下させ高成長できる条件を獲得）とい

う諸理論に集約できる貿易・投資環境を創り上げて

きた15）。その中で、経済要素（資本、労働力、技

術、資源など）を相互に補い合う経済補完関係に基

いた局地経済圏（環黄海経済圏、バーツ経済圏、両

岸経済圏など）が注目されていく。

 しかし90年代後半以降、現実に国境を跨った経

済交流が急速にかっ大規模に進展していく中で、そ

れ以前の「局地経済論」と一線を画す形で現実の交

流・連携を踏まえた新たな「地域経済圏論」が展開

されてくる。

 東アジアでは未だ制度的には確立していないが、

国境を超えたサブリージョンの一つとして「環黄海

経済圏」がある。「環黄海経済圏」は90年代から環

黄海に面する北部九州、関門地域の国際交流の指針

となり、九州経済産業局の国際化支援策にも採用さ

れているキーワードである16）。現在、東アジア10

都市会議（福岡、北九州、下関、釜山、仁川、蔚

山、青島、天津、大連、煙台）が毎年開催され、各

分野（産業、行政、民間交流等）ごとのワーキング

グループの下で具体的な都市間交流が進展してい

るQ

 また最近では、環境・エネルギー問題の解決の為

には環黄海よりも広い「東アジア地中海経済圏（黄

海、日本海、東シナ海を含めた広域ゾーン）」が提

唱されている。この沿岸地域で海洋汚染を防ぎエネ

ルギー問題に対処するために連携し、経済交流が活

発になれば多民族共生社会が出現し、平和も担保さ

れていくと主張されている。あるいは、この地域は

歴史的にも共通の良き記憶が存在していたが、近代

の国家主義、民族主義がこの地域を分断してしまっ

た。従って今後はこの地域の人々の連帯意識醸成に

努力すべきだと主張されていく17）。

 また北東アジア地域を「経済交流圏」として理解

する見解がある。これは北東アジアを経済協力を中

心にした国境を越えた地方間での「経済交流圏」と

して把握する。つまり北東アジアは経済交流圏とし

ての「場」であり、経済圏の「範囲」ではないとす

る理解である18）。特にその中で重層的に張り巡らさ
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れているコーリアソネットワークを強調する。そし

て経済的補完関係を理由とする結合は二義的である

としている19）。

 さて交流のEI常的な積み重ねが主権国家の存在を

相対化していくという考え方（例えば小川）の難点

は、この地域には、過去も現在も明確なネイション

の意識・質は存在していないという歴史的事実にあ

る。国家（常備軍、管理統治システム）は他の国家

が存在する限り存在する（後述、柄谷参照）。従っ

て国民経済もこの点は同様である。国家は外部との

関係の中で存在する。国内の階級稀薄化による「国

家の稀薄化」という考え方は内部の論理だけであ

り、限界が存在する。よって主権移譲のプロセスの

みが、国家権力のポテンシャルを低下さすと考えた

方がよいだろう。重要なことは交流の増大拡大が国

民経済を自然に溶融さすのではないという点であ

る。東アジアのサブリージョンの形成にとっても、

国家の枠組みを超えた存在（アクター）が必要であ

る（東アジア連携、統合の必要性）。その基軸をな

すものが日韓連携（FTAはその最初の一歩）であ

る20）。

2．旧帝国と新「帝国」について

（1）旧帝国概念について

 「帝国」の概念は一般的に次のように把握するこ

とができよう21）。帝国とは多様な民族を統治する政

治体系であるといわれている。帝国の内外に対する

行動では、強制的物理力をもって行う帝国主義的な

ものもあるが、帝国内の合意に基いた緩やかな統合

システムの場合も存在している（現実には二つの混

合形態）。帝国では、一方で中心（center）と周辺

（periphery）の差別化が行われるが、他方で、法シ

ステム、言語、帝国の「市民権」などの共通性を保

持することでそのシステムとしての一体性の維持を

可能としているといえよう。。

 歴史的には、ローマ帝国、オスマン帝国、ハプス

ブルグ帝国、大英帝国などが存在した。例えばオス

マン帝国をみてみよう。最盛期（16世紀）のオス

マン帝国は、強力な中央集権的な官僚組織と巨大な

常備軍（イエニチェリなど）を保持し、領土全域か

らの徴税権に基づく税収と内外の交易に支えられた

大帝国であった。また多様な言語と民族を有する帝

国であった。特にムスリムだけでなく非ムスリムも

包含し、これらの人々は民族ではなく宗教を基軸と

して、イスラム法上の保護iと被保護民の制度上で緩

く統合されていた。帝国内ではムスリムも非ムスリ

ムも、不平等ではありながらも安定的な共存が保障

されていた。これを「バックス・オトマニカ」と呼

ぶこともある22）。

 また近年の大英帝国は帝国の持つ多元性がみてと

れる。19世紀はバックス・ブリタニカと呼ばれて

いる23）。覇権を有する大英帝国の影響力下で世界が

比較的安定構造を保った時期である。19世紀中期、

英国は世界の工場となり、法的・制度的な支配を伴

う公的な帝国（公的な植民地統治）に加え、非公的

な帝国の領域も拡大していく。この非公的な帝国の

形成（19世紀、英国が周辺地域を自由貿易に基く

国際分業に編入していく）の過程それ自体が、アグ

レッシブな拡張過程であり、大英帝国の基底を形成

していく。この様な非公的な帝国の性格を捉えて、

この時期の英国中心の資本主義を「自由貿易帝国主

義」24）や「ジェントルマン資本主義」25）と規定する見

解もある。

 公的な帝国あるいは非公的な帝国への選別は、そ

れに包摂された世界各地の歴史的条件により決定さ

れ、公的な帝国は広大な非公的な帝国の中のほんの

二部分にすぎないといわれている。

 20世紀に入り英国は、非公的な帝国の延長上で

本国と自治領が対等な立場で構成するコモンウェル

スの創設26）によって帝国支配構造の再編成を図って

いくことになる。

 しかし第二次大戦後、全ての植民地は独立し、世

界の大部分を国民国家が覆う。ここに公的な帝国は

消滅する。しかしこの様な国民国家同士がつくる世

界システムの中に、ある種の帝国システムの性格が

みられるケースがある。これは覇権システムと呼ば

れることもある。バックス・アメリカーナ（アメリ

カの覇権システム）はこれであろう。覇権（He-

gemony）には多くの理論がある。例えば、覇権安

定論（覇権国の存在が国際関係の安定に結び付け

る）27）、覇権循環論（覇権国は国際社会の産業構造

と国民経済間の競争力の変化によって移り変わる）

などがそれである。これら覇権i理論は次に述べる、

新「帝国」概念へ接続する過渡的な理論という側面

があると把握してよいだろう。
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（2）新「帝国」概念について

 『帝国（A．ネグリ、M．ハート）』をみてみよう。

ネグリの新「帝国」の時代背景は、ポストモダン期

という把握である。まずこの時期を、「ポストモダ

ン化とは、機械的・産業的（工業的）テクノロジー

が世界全体を取り込むにいたるまで拡大した時に、

そしてまた、近代化のプロセスが完了し、非資本主

義的皮境の形式的包摂が限界にまで達した時に出現

する経済的プロセスのことである」と把握する28）。

そして、「近代的蓄積が非資本主義的環境の形式的

包摂にもとづいているのに対して、ポストモダン的

蓄積は資本主義的領域そのものの実質的包摂に依拠

している」とする。

 つまり、マルクスの「世界市場を創造しようとす

る傾向は、直接に資本自体の概念のうちにあたえら

れている。どんな限界も、克服されるべき制限とし

て現れる」という、世界市場の把握（実現問題の観

点から）29）から、あるいはローザ・ルクセンブルク

の「社会過程としての資本蓄積は、その一切の連関

において、非資本制的な社会層および社会形態を頼

りとしている」30）といった19世紀一20世紀初頭の

資本主義から、現代資本主義の現実ははるかに隔

たった地平に立脚している、と論述する。

 続いて現代世界の管理・支配体制である「帝国」

の概念について。「帝国主義とは対照的に、「帝国」

は権力の領土上の中心を打ち立てることもなげれ

ば、固定した境界や障壁にも依拠しない。「帝国」

とは、脱中心的で脱領土的な支配装置なのであり、

これは、そのたえず拡大し続ける開かれた境界の内

部に、グローバルな領域全体を漸進的に組み込んで

いくのである。「帝国」は、その指令（command）

のネットワークを調節しながら、異種混合的な

（hybrid）アイデンティティと柔軟な階層秩序、そ

してまた複数の交換を管理運営する」31）と説明す

る。

 そして、新たな「帝国」の主権形態についていえ

ば、「いかなる国民国家も、今日、帝国主義的なプ

ロジェクトの中心を形成することはできないので

あって、アメリカ合衆国もまた中心になりえないの

だ」32）、と述べる。・

 ネグリは、「帝国」の構成する条件をネットワー

ク（特にIT）の創設と維持においている。そして

ネットワーク技術が、主権国家を解体し市民主導の

コミュニティ形成の道を開くと主張する。確かにネ

グリの展望がかなり楽観的であるということは批判

できる（主権国家の強固さ、および国家としてのア

メリカの強大さに対する過小評価の点など）が、彼

の指摘した点はとても重要である。

 ここで『帝国」の意義をまとめてみたい。支配構

造が、古い帝国主義的な国家から、グローバル空間

での新ネットワーク（特にIT）、つまり「帝国」へ

移行し、グローバル化により各人は既にその「帝

国」の構成員となっている、という主張はグローバ

ル化の現代、それほど目新しいものではない。注目

すべきは、「帝国」的な権力ネットワークは、異種

混合的なアイデンティティ集団（ジェンダー・セク

シャリティ・人種・民族など）から成り立ち、国際

機構、国民国家、MNC（多国籍企業）、 NGO、各

種市民組織等々をアクターとしている、そして、多

様で多層な集団・アクターの差異を、ネットワーク

のグローバル・ガバナンスの活力のために動員・利

用し、集団のパワーを減殺しっっ日常的に管理して

いる、という新権力構造の指摘である。

 ネグリの新『帝国』がこの様なものであるとする

と、これは正に戦後のバックス・アメリカーナ

（Pax Americana）のIT革命後の再編成版ともいえ

る。戦後のアメリカ体制は、ほとんどの民族が主権

国家を有．した世界での脱領土的な性格を有し、ゆる

やかな秩序構造を持っていたといえるからである。

現代の世界秩序はこの新「帝国」の中にあるといっ

てよい。

（3）アイデンティティの多様性と東アジア統合に

  ついて

 ウェストファリア条約（1648年）以来、ヨー

ロッパは次第に中世世界的秩序から近代世界的秩序

へ移行していった。近代国家は国民国家（民族国

家）として規定され、そのことにより、それ以前の

体制と区別される。近代ヨーロッパでは、過去の身

分制や位階制を崩し、自由で平等な個人という原理

を貫くたあに、民族、国民国家という観念が創り上

げられてきた33）。優劣なき民族の下での万人の平

等、国民国家の下での平等な個人の権利行使と同一

の義務負担ということである。そして国民意識は国

民標準語を定め、それを普及することにより、意図
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東アジアにおけるサブリージョンの存立条件について

的に強権的に創り上げられていった。義務教育（全

国同一内容）の普及も同じプロセスである。近代は

個人を、主権国家と民族の中に取り込んでいったの

である。

 現在、グローバルな規模でのネットワークの展開

（特にIT）が、この主権国家の力を相対化し、ある

いは弱め、市民・個人が国家の影響力を排除して直

接参加するコミュニティを創っていく方向も出始め

ている。しかしその様な方向は、EUの様な、まさ

にアイデンティティの多層構造社会の中でより現実

化しやすいといえる。市民、人民、個人が国家と並

存して、世界史でのアクターとして現われてきたと

いえる。この様な動きは、99年WTO閣僚会議

（シ．アトル）への抗議行動以後の大衆活動の中にも

反映している。例えば、カウンター・カルチャー

（counter culture）運動の全面開花がそれである。

これは60年代以降、既存の政治的価値の有する画

一性に反対する運動の形態をとり、現在、非物質的

価値の追求を含め多様な試みがみられる（自然農

業、環境保護、人種問題、反戦、ジュンダー、音

楽、哲学など）34）。

 ただし多層構造社会といっても、すべてのアク

ターが対称的でありパラレルなのではなく、領域的

にも実体的（力量的）にも、主体としての国民国家

は、依然としてその比重が圧倒的に大きい。また、

グローバルなネットワークの形成が、主権国家を相

対化し弱体化を促していくとしても、その世界はア

メリカが中心となって構築したネットワークで再編

されっっあるという現実は押さえておく必要があ

る35）。

 さて東アジアの大部分の地域は、近代において植

民地・半植民地にされたという歴史的被拘束性を有

する。その為、現在においても民族国家（国民国

家）の力が非常に強固である。しかし漸く、アイデ

ンティティの多層構造について考察でき得る現実的

背景が出て来た。アジア統合（AU）、主権国家の

連邦化、サブリージョン、地域主権（自立）、市

民・人民の形成、自立した個人が構成する開かれた

コミューン等々への動き・試みがそれである。

 さて前述した「新帝国」に対置し、日々生活を営

んでいる地域へのアイデンティティを保証するため

にも、地域行政自体が諸個人に自由に開かれ、その

創造的な活動を生活のレベルから支えるものでなけ

ればならない。その様な都市コミューン（自治政

府）の創造が必要である。しかしその様なアクター

は、それ自体で生じるものではない。世界の多層構

造における各アクター並存の中で生成する。グロー

バルなITネットワーク、地域統合体、国家、都市

コミューン、それらをクロスする諸アクターなどの

並存である。アジアにおける各FTAネットワー

ク、アジア統合（AU）、国連統合という大きな枠

組みの形成が、アジアにおける自立的都市コミュー

ンの連鎖を生み出すことになる。意図的な制度統合

（経済連携など）が必要である。日中韓の連携（そ

の基軸は日韓連携）の重要性を論じ、その出発点と

なる日韓FTA早期締結を期待するのはその様な意

味からである。

 しかし、このプロセスは機能主義、あるいは統合

のプロセスが自然に市場統合から政治統合へと波及

していく（スピルオーバー仮説）とする新機能主義

に基づく行動では現実化は困難である36）。何故なら

ばグローバル化した現在においても、確固として存

在する主権国家の強靭性の認識は重要であるからで

ある。国家は自然溶融はしない。国家の内部的な編

成原理（「内向きの国家」）に関しては、階級の希薄

化が国家の希薄化へとベクトルが働くが、「外向き

の国家」は他国との関係の中で存在する（他国が存

在する限り存在する）。いわば「国家はその内部か

ら止揚されず、その外部との関係において存在す

る37）」（柄谷（2006）196頁）といえよう。

 また近代市民社会は国家によって総括される。そ

れは国民経済と呼ばれ、外に向かっては国民体とし

て、おのれを認めさせ38）ナショナル・イントレスを

体現していく39）。

 従って国家の止揚は、その機能の計画的な権限委

譲がその要となる。我々はその身近な例証として、

戦後EU発展の営々たる行程の中からそれを学んで

きた。

 現代の都市コミューンの存続基盤は、それほど脆

弱ではない。ITネットワークによりグローバルな

規模で各アクターと結合し、またそれらと瞬時の情

報の共有が可能である40）。つまり世界的規模で情報

が開かれているので、主権国家も安易な干渉が困難

・である。またその様な都市コミューンを含む各アク

ターの主体的活動を保障するものとして、地域統合

もあるのである41）。

36



注

1）中村信吾・多賀秀敏・柑本英雄（2006）『サブリー

 ジョンから読み解くEU・東アジア共同体』弘前大

 学出版会、63頁

2）同上書、56頁

3）2005年10月1日、環日本海学会第11回学術研究

 大会国際シンポジュウム（於、弘前大学）論題「サ

 ブリージョンから読み解くEU、東アジア共同体」

 は、画期的な意義を有するものであった。初めて、

 国際的地域連携を現場で携わっている研究関係者が

 一同に会し、欧州と東アジアのそれぞれのサブリー

 ジョンの比較（越境広域グランドデザインの比較）

 がなされたからである。

4）柑本英雄（2006）「旧世代国際的行為体としての

 オークランド」『リージョンの時代と島の自治（古城

 利明編）』中央大学出版部、292頁

5）同上書、293頁

6）中村・多賀・柑本（2006）前掲書、40頁

7）欧州での越境協力の進展は、「母なる傘」EUの存

 在だけが絶対条件ではない、という見解も存在する。

 EUという国家レベルの協力だけでなく、地方自治

 体による政策立案・コーディネートカの発揮の重要

 性の指摘である。柑本英雄（2003）「循環の海をどう

 戦略的に演出するか」『日本海学の新世紀 循環する

 海と森（小林格編）』角川書店、160頁

8）市場経済化・グローバル化の進展にもかかわらず、

 東アジアでの共通アイデンティティの希薄さを一貫

 して学問的に論証している代表者に古田博司がいる。

 「時は常に定めなく流れゆくが、変わらぬ岩盤の様な

 歴史的個性」古田（1988）252頁。「東アジアはバラ

 バラだと敢えていう。おのおのが偏狭なナショナリ

 ズムによって国民国家を形成してきた」古田（1998）

 231頁。

9）川本忠雄（2002）2～3頁

10）小原喜雄・山手治之・小室程夫（1997）『国際経済

 条約・法令集』配信堂409頁

11）田中素香（2001）は、さらに一歩進あて、EUの将

 来を多民族大陸型国民経済として展望している。

12）またこのCPMRの下部組織として5っの委員会が

 ある。大西洋地域委員会、北海地域委員会、バルト

 海地域委員会、地中海地域委員会、島撰地域委員会

 がそれである。

 柑本英雄（2000）14～17頁

13）『北東アジア事典』98頁。

14）これはEU全域あるいはそれを超える地域を範囲と

 して、自治体が特定の問題解決のたあに協力関係を

 模索する体制である。大規模国際空港が立地する自

 治体同士が共通の問題（航空騒音など）解決のため

 に国家に関係せず協力している事例がある。

 中村・多賀・柑本（2006）108頁。

37

15）この①重層的追跡論、②構造転換連鎖論、③域内循

 環メカニズム論を体系的に展開してきたのが、渡辺

 利夫である。彼は冷戦体制崩壊後、両体制の境界地

 域で「局地経済圏」が生成しはじめた根拠の一つと

 して、中国共産党総書記、趙紫陽提唱の「沿海地域

 発展戦略論」を挙げている。これは①②③の様なア

 ジアの貿易・投資環境に中国を順応させる事により、

 この地域の構造転換連鎖の最後のアクターに中国が

 なろうとするものと位置付けている。

 渡辺利夫（2004）『私の中のアジア』中央公論新社、

 149～152頁

 また、アジアのダイナミズムを社会主義国にビルト

 インさせ、もはや社会主義国の「改革・開放」を後

 退不能とさすものとして捉えている。

 渡辺利夫（1992）『局地経済圏の時代』サイマル出版

 会。

16）川本忠雄（2002）4～6頁

17）小川雄平（2006）『東アジア地中海経済圏』九州大

 学出版会

18）坂田幹男（2001）『北東アジア経済論』ミネルヴァ

 書房、44頁

19）また坂田は小川の地域経済圏論に対する批判とし

 て、小川は「共生」型の地域経済（持続可能な開発）

 を展望しているが、単にMNC（多国籍企業）主導

 の局地経済圏を批判しているにすぎない、と把握す

 る。つまり、望ましいオールタナティブとしてロー

 カリゼーションを位置付ける視点（小川）は、単に

 局地経済圏の担い手として、地方の地場産業の方が

 MNCや中央の大企業よりも望ましいと主張してい

 るにすぎない、と批判している。

 坂田幹男（1996）「局地経済圏とアジア経済」『アジ

 ア経済を学ぶ人のために（本多健吉・坂田幹男編）』

 世界思想社、158～159頁

20）川本忠雄（2003）「東アジアにおける連携とアイデ

 ンティティの多層構造」『下関市立大学論集』47巻2

 号
21） M．Doyle（1986）， Empires， lthaca：Cornell Univ．

 Press

 S．Eisenstadt （1963）， The Political System of

 Ernpires， Free Press of Glencoe ］ Collier Macmillan

22）オスマン帝国だけでなくそれ以前のイスラム帝国下

 で多種多様な集団の共存システムを「バックス・イ

 スラミカ」と呼ばれている。ムスリム間ではアラ

 ブ・非アラブの差別が克服され、民族・言語を超越

 した共通のムスリム意識が存在していく。また民

 族・エスニシティなどではなく宗教に基づくアイデ

 ンティティと共存のシステムが定着した。非ムスリ

 ムに対しても、唯一神と啓示の書を有す「啓典の民

 （特にキリスト教徒）」については保護を与え、被保

 護民として不平等はあっても共存が許容されるシス



東アジアにおけるサブリージョンの存立条件について

 テムが定着した。

 鈴木董（1992）『オスマン帝国』講談社現代新書

 鈴木董（2000）「オスマン帝国の解体』ちくま新書

23）D．モリス（2006）『バックス・ブリタニカ（上・

 下）（椋田直子訳）』講談社、参照

24）J．ギャラハーとR．ロビンソンは、19世紀の自由貿

 易主義が植民地主義とは矛盾せず、同時期、植民地

 の拡張とそれを支えるヘゲモニー機能を維持したこ

 とを研究した。また、A．ホブソンやレーニンの資本

 輸出や金融資本の確立をメルクマールとする従来の

 帝国主義の時期区分の狭さを批判し、その前後の時

 代へ拡大した実証研究の重要性を指摘していく。

 J． Gallagher and R． Robinson（1953），”The lmpe-

 rialism of Free Trade”， Econornic History Review，

 second series， voL 6， No l， pp．1-25

25）19世紀英国資本主義の発展はイングランド東南部

 （特にシティ）を中心にした金融業、海運業、サービ

 ス業に主導され（前半期は農業、後半は金融・サー

 ビス部門）、その担い手は「ジェントルマン資本家

 （地主、貿易商、金融資本家など）」であったとする。

 大英帝国の主要な推進主体を産業資本家とする見解

 を批判し、帝国の拡大要因の再検証を主張している。

 P．J．ケイン、 A．G．ホプキンズ（1997）、『ジェント

 ルマン資本主義の帝国1・H』名古屋大学出版会

26）コモンウェルス （Commonwealth of Nations）と

 は、1931年に成立した英連邦（British Common-

 wealth of Nations）が、1949年、英国国王をトッ

 プとする緩やかな国家連合体に改編されたものであ

 り、かっての大英帝国を構成した50数ヶ国が加盟し

 ている。現在、コモンウェルス・ゲームやコモン

 ウェルス首脳会議などが開催され、いわば仲良しク

 ラブ的な性格を有する組織となっているといってよ

 い。

27）C．キンドルバーガー、R．ギルピンなどは、ヘゲモ

 ニーを有する国が国際公共財を提供する事により国

 際社会全体が安定すると論じた（例、第二次大戦後

 のアメリカによる金ドル本位制の確立など）。

 R． Gilpin（1983）， War and Change in World Politics，

 Cambridge Univ． Press，

28）M．Hardt， A． Negri（邦訳2003）353頁

29）K．マルクス（邦訳1959）『経済学批判要綱1［（高木

 幸二郎監訳）』大月書店、336頁

30）R．ルクセンブルグ（邦訳1955）『資本蓄積二三』青

 木文庫、431頁

31）M．Hardt， A． Negri（邦訳2003）、5頁

32）同上書、6頁

33）関膿野（2001）68～69頁

34）R．Cohen， P． Kennedy（邦訳2003 H）129～130頁

35）佐伯啓思（2003）102頁

36）新機能主義に関しては、清水一史（1998）181～186

 頁および、山本いずみ（1998）「ヨーロッパ統合の政

 治経済学」『グローバル化の政治経済学（櫻井・小野

 塚編）是洋書房、129～131頁を併せて参照のこと。

37）柄谷は近著で国家の本質について簡潔にまとめてい

 る。「国家は他の国家に対して国家である（194

 頁）」、「国家の死滅という幻想、国家もまた商品交換

 と同様に「共同体と共同体の間」で発生する」（199

 頁）。また現代国家の歴史的系譜について、絶対主義

 王権には、すでに過渡的（封建社会から資本制社会

 への）でない国家の本質があると述べる。そして彪

 大な官僚組織と常備軍の存在は中国の官僚制システ

 ムとの類似性があり、ここに現代国家機能の原形が

 存在していたと指摘する。柄谷行人（2006）『世界共

 和国へ』岩波新書111～112頁

38）マルクスは次のように表現する「市民社会は、外に

 向かっては国民体（Nationalitat）として、おのれ

 を認めさせるようにし、内に向かっては国家として

 自らを編成せざるをえない」広松渉編（1974）『ドイ

 ツ・イデオロギー』第1巻第1篇訳文152頁。

39）木下悦二（1975）44～45頁。

40）しかしIT社会の内包する暗部（電子自治体政府の

 住民に対する管理の強化）の監視は今後の課題とな

 る。「特集 電子自治政府の光と影」「月刊自治体』

 2001年6月号

41）具体的な都市コミューンの考察には、その空間的領

 域（近隣との経済圏など）、産業構造、国民経済との

 関係等を分析する必要がある。その部分的な萌芽的

 研究として、関門経済圏を対象にした関門地域研究

 がある。関門地域共同研究会（下関市大、北九州市

 大）『関門地域研究』各年度版参照。
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